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事 務 連 絡 

令和４年８月 24日 

各都道府県 

財政担当課 

市町村担当課 

地方創生担当課 

新型コロナウイルス感染症対策担当課 

内 閣 府 地 方 創 生 推 進 室  

内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室 

 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における 

「検査促進枠」の取扱いについて 

 

 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の検査促進枠（以下「検査促進

枠」という。）の内容につき、以下のとおり変更しましたので、お知らせします。各地

方公共団体におかれましては、関係部局間で十分連携の上、本事務連絡の記載事項に

留意して運用されますようお願いします。 

また、都道府県におかれましては、貴管内市区町村へもこの旨周知されますようよ

ろしくお願いします。 

記 
 

 

〇  定着促進事業の終了について 

 検査促進枠の「ワクチン検査パッケージ・対象者全員検査等定着促進事業」（以

下「定着促進事業」という。）については、令和４年６月 17日付事務連絡「新型

コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における「検査促進枠」の取扱い

の変更について」１により、令和４年８月末まで実施することとしたところ、当

該期限をもって終了することとします。 

なお、定着促進事業の制度自体は存置することとし、経済社会活動を目的とし

た検査需要の増加が想定される大型連休等に際し、当該事業の再開要否を判断し

てお知らせすることといたしますのでご承知おきください。 

また、一般検査事業が実施されている都道府県の住民であって感染不安を感じ

る無症状者であれば、飲食、イベント又は旅行・帰省等の活動に際し検査結果通

知書を求められた者も含めて、引き続き一般検査事業を活用することができます

ので申し添えます。 

 

  

御中 
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【照会先】 
⑴ 検査促進枠について 
内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室 
 企画調整担当  川島・出口・石本・高木・奥玉 

西村・塚本・栃木・東浦・大澤 
              直通  03（6257）3086 
 
⑵ 臨時交付金全般について 
 内閣府地方創生推進室 
  臨時交付金担当 畑・中井・仙田・寺田・窪田・中村 

反町・上坂 
              直通  03（5501）1752 

 

＜関係資料一覧＞ 

別紙 1 PCR等検査無料化の概要（改訂版） 

別紙 2 実施要領 

別紙 3 検査促進枠交付金を活用した検査無料化の実施に関するＱ＆Ａ 

 



（検査対象・方法）
〇経済社会活動を行うにあたり、「ワクチン・検査
パッケージ制度」又は「対象者全員検査」及びワクチン
接種歴や陰性の検査結果を確認する地方公共団体や
民間事業者等による取組のために必要な検査を無料化

○検査は薬局・民間検査機関等において原則対面
で実施

※ワクチン・検査パッケージ制度の適用は

原則として当面停止

（令和４年１月19日付基本的対処方針）

無料検査事業の概要

感染拡大傾向時の一般検査事業ワクチン検査パッケージ・対象者全員検査等定着促進事業

ワクチン検査パッケージ・対象者全員検査等定着促進事業については停止中。大型連休等の都度、再開判断
※感染不安を感じる住民（無症状者）であれば、経済社会活動に際し検査結果通知書を求められた者も引き続き一般検査事業を活用可能。

• ワクチン接種歴や陰性の検査結果を確認する取組、対象者全員検査等の利用を促し、検査を普及させるた
め、無症状の３回目接種未了者・全員検査対象者等について、経済社会活動を行うにあたり必要になる検
査（原則として抗原定性検査）を無料化。

• 感染拡大の傾向が見られる場合には、都道府県知事の判断により、幅広く感染不安などの理由によるPCR
検査等を無料化。原則、レベル２（警戒を強化すべきレベル）以上で実施。

感染拡大傾向時には、検査のネット
ワークを活用して対象拡大

薬局

県
庁
所
在
地
等

映
画
館

レストラン

遊興施設

イベント

民間検査
機関 旅行

住民

実施事業者

①検査申込 ②無料検査提供
都道府県

薬局

民
間
検
査
機
関

無料検査を実施

陽性者の早期発
見・早期治療

感染不安等

「法24条9項等」
に基づく要請

（国の交付金を財源に都道府県が費用を補助）

飲食店等

③感染状況報告

④補助金等

無料検査を実施

（検査対象・方法）
○左記に加え、都道府県知事が、特措法24条９項等に
基づき、「不安に感じる無症状者は、検査を受ける」
ことを要請した場合、これに応じて住民が受検する
検査を無料化

○検査は薬局・民間検査機関等において
原則対面で実施

別紙１
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新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における 
検査促進枠交付金に係る実施要領 

 
令和３年 1 2 月 2 0 日  
（令和４年１月 14 日一部改正） 
（令和４年１月 19 日一部改正） 
（令和４年３月１日一部改正）  
（令和４年３月 22 日一部改正） 
（令和４年 8 月 12 日一部改正） 

 
 
 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（以下「臨時交付金」という。）における検査促進
枠交付金は、都道府県が行う新型コロナウイルス感染症に係る検査に対する支援等に要する費用に対し
国が交付する交付金であり、臨時交付金制度要綱に定めるもののほか、事業者が臨時交付金における検
査促進枠交付金による補助等により無料検査を実施する場合に必要となる事項については、本実施要領
に定めるところによる。また、臨時交付金制度要綱、事務連絡又は本実施要領の定めるもののほか、都道
府県は、検査促進枠交付金による補助等事業の実施主体として、事業者が行う事業の実施に関し必要と
認める事項を別に定めることができる。なお、事業の実施フローについては別添７の概要のとおり。 
 
（無料検査の対象となる事業） 

第１条 事業者（共同で事業を実施する場合の共同事業者を含む。）は、検査受検者が自己の検体を採取
する場合において、次の各号に掲げる事業者の種類に応じて、事業所においてそれぞれ次の各号に掲げ
るいずれかの事業を実施する場合に、無料検査を行うことができる。ただし、「ワクチン検査パッケー
ジ・対象者全員検査等定着促進事業」（以下「定着促進事業」という。）においては、第４条第１項第三
号ハに掲げる書類等の提示等を受け、必要な確認が行われた場合を除き、抗原定性検査により実施する
ものとする。 
一 医療機関、薬局、衛生検査所等又は「ワクチン・検査パッケージ制度要綱」（令和３年 11 月 19日
新型コロナウイルス感染症対策本部。以下「ワクチン・検査パッケージ制度要綱」という。）に定め
るワクチン・検査パッケージ制度若しくは対象者全員検査により行動制限の緩和の適用を受ける事
業者等の登録を受けた事業者（以下「ワクチン検査パッケージ制度・対象者全員検査等登録事業者」
という。） 別添１に定められた事項に沿って行われる PCR 検査等（LAMP 法等の核酸増幅法、抗
原定量検査を含む。以下同じ。）に用いる検体（唾液に限る。）又は「ワクチン・検査パッケージ制度
における抗原定性検査の実施要綱」（令和３年 11月 19 日内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策
推進室）の規定を準用して行われる PCR 検査等に用いる検体（鼻腔ぬぐい液に限る。）を本人が採
取する際の立会い等並びに検査機関（医療機関又は衛生検査所等（厚生労働省において「自費検査を
提供する検査機関一覧」として別に公表されている検査機関が推奨される。）に限る。以下同じ。）に
対する検体の送付及び検査受検者への結果通知書等の発行の求め等（以下「第一号事業」という。） 

二 医療機関又は衛生検査所等 関係法令に基づき実施される、前号に掲げる事業者から送付される

別紙２ 
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PCR 検査等のための検体の検査及び検査受検者への結果通知書等の発行等（以下「第二号事業」と
いう。） 

三 医療機関、薬局、衛生検査所等又はワクチン検査パッケージ制度・対象者全員検査等登録事業者 
抗原定性検査に用いる検体（鼻腔ぬぐい液に限る。）を本人が採取する際の立会い等、検体の検査結
果の読み取り及び検査受検者への結果通知書等の発行等（以下「第三号事業」という。） 

２ 医療機関は、検査受検者の検体を採取する場合において、事業所において次の各号に掲げるいずれ
かの事業を実施する場合に、無料検査を行うことができる。 
一 PCR検査等のための検体（鼻咽頭ぬぐい液、鼻腔ぬぐい液及び唾液に限る。）の採取等、検体の検
査及び検査受検者への結果通知書等の発行等 

二 抗原定性検査のための検体（鼻咽頭ぬぐい液及び鼻腔ぬぐい液に限る。）の採取等、検体の検査及
び検査受検者への結果通知書等の発行等 

３ 前２項の無料検査は、会社等が事業又は福利厚生等の一環として従業員に対して実施する検査を除
くものとし、また「感染拡大傾向時の一般検査事業」（以下「一般検査事業」という。）として都道府県
から補助等の対象となる検査として行う場合には検体を採取する事業所の所在する都道府県の住民を
対象とした検査に限るものとする。 

４ ワクチン検査パッケージ制度・対象者全員検査等登録事業者が行う第１項第一号又は第三号に掲げ
る事業は、当該事業者の事業に関連して行う事業に限るものとする。 

５ 第一号事業又は第三号事業を行う事業者は、第１項の規定にかかわらず、検査申込者に対して検体
採取のためのキット等を直接受け渡す場合には、オンラインにより同項第一号又は第三号に定める検
体採取の立会いを行うことができる。また、同事業者は、同項の規定にかかわらず、離島、へき地その
他地域の実情を踏まえ、都道府県知事が承認した場合には、郵送又はオンラインにより第４条に定める
検査の受付、検体採取のためのキット等の送付及び第１項第一号又は第三号に定める検体採取の立会
いを行うことができる。ただし、これらの場合において、当該事業者は次に掲げる事項を遵守するもの
とする。 

 一 オンラインにより生じうる不自由等について検査申込者に説明の上、オンライン又は郵送による
ことについて検査申込者の同意を得ること 

 二 検査の受付に当たりオンラインによる立会いを行う予定の日時を検査申込者と取り決めること 
 三 検査の受付又はキット等の送付に当たり、キット等の転売・授与が不可である旨を検査申込者に

説明すること 
四 検査受検者の状態やキット等の使用等について十分な確認ができないと判断するなど、オンライ
ンによる立会いが不適切であると判断した場合は、オンラインによる立会いを中止し、直接の立会い
に切り替える用意をしておくこと 

 五 検査受検者のプライバシーが確保されるよう、外部から隔離される空間においてオンラインの立
会いを行い、検査受検者に対しては清潔が保持等された場所で検体採取を行うことを求めること  

６ 第一号事業又は第三号事業を行う事業者は、第１項の規定にかかわらず、次に掲げる事項を遵守す
る場合には、ドライブスルー方式により同項第一号又は第三号に定める検体採取の立会いを行うこと
ができる。 
一 当該事業者の敷地内駐車場等において立会いに十分なスペースを確保すること 
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二 駐車場等において必要に応じて誘導員を配置し、検体採取の実施場所まで安全に誘導した上で、車
のエンジンを停止させ、窓を開けるよう案内すること 

三 検査受検者のプライバシーに十分留意すること 
７ 検査拠点の早急な整備が困難な離島等においては、第１項、第５項及び前項の規定にかかわらず、必
要な検査拠点の整備が行われるまでの当面の間、都道府県又は市町村が無料検査（PCR 検査等に限る。）
の実施主体として唾液採取容器を配布する場合に限り、特措法担当大臣との協議の上、検体採取の立会
いを不要とすることができる。この場合において、都道府県又は市町村については唾液採取容器を受検
申込者に配布したことをもって、検査等費用支援の対象とすることができる。 

８ 前３項の場合において、事業者は、次条において実施計画書に同条第１項第三号ニ又はホの事項を
記載すること及び実施計画書に事業所内の実施場所を示す図面を添付することを要せず、同条第３項
第四号及び第３条の規定は適用しない。 

 
 （実施計画書の作成及び提出） 
第２条 事業者は前条第１項及び第２項に定める無料検査を実施するに当たっては、別添２を参考とし
て都道府県が定める様式の実施計画書を作成の上、事業所内の実施場所を示す図面を添付して都道府
県知事に対して提出し、都道府県による登録を受けなければならない。この場合において、実施計画書
に記載すべき事項は次に掲げるとおりとする。 

 一 事業者が実施する前条第１項及び第２項に掲げる事業の内容 
二 検査キット等の調達方法並びに検査の種類ごとの単価及びその積算 
三 検査に係る事業の実施体制に係る次に掲げる事項 
イ 事業者の法人名、法人番号及び代表者の氏名 
ロ 事業者の事業内容（医療機関、衛生検査所等、薬局又はワクチン検査パッケージ制度・対象者全
員検査等登録事業者のいずれかに該当する場合は、その旨を含む。） 

ハ 検査に係る事業の担当者及びその連絡先 
ニ 第一号事業を行う場合においては、立会い等を行う事業所名及びその所在地 
ホ 第二号事業若しくは第三号事業又は第２項第一号若しくは第二号に掲げる事業を行う場合にお
いては、検査を実施する事業所名及びその所在地 

四 事業所において見込まれる立会い等又は検査の実施回数及び次に掲げる事項毎の内訳 
イ PCR検査等又は抗原定性検査 
ロ 定着促進事業又は一般検査事業 

２ 前項の提出に当たっては、事業者は本実施要領に従った事業を実施することに違反した場合には都
道府県から交付される補助金等を返還等する必要があることについて同意しなければならない。 

３ 都道府県知事は、次に掲げる全ての事項を満たしていると認められる場合に、第１項で実施計画書
を提出した事業者を実施事業者として登録するものとする。 

 一 実施計画書の記載に不備がないこと 
 二 検査キット等の調達方法・検査の単価・検査の実施回数等が適当であると認められること 
 三 検査に係る事業を適切に実施するための体制及び方法が定められていること 
四 当該事業者が次条に定める検体採取の実施場所を確保していること 
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五 検体採取の立会い等又は検査の実施が適切に実施できると認められること 
六 その他都道府県が必要と認める事項を満たしていること 

 
 （検体採取の実施場所の確保） 
第３条 第一号事業又は第三号事業を実施する実施事業者は、次に掲げる事項に適合する検体採取の実
施場所を確保しなければならない。 

 一 受検者の自己採取等に支障のないよう他の場所と明確に区別すること 
 二 当該実施場所において同時に検体採取を実施する受検者の有無・人数も踏まえ、一定の広さを確

保すること及び受検者のプライバシーに配慮していること 
 三 十分な照明が確保されているとともに、換気が適切に行われていること 
 
 （検査の受付） 
第４条 実施事業者は、検査受検を希望する者（発熱等の症状がない者に限る。）が別添３を参考として
都道府県が定める様式の申込書を提出した場合に、次に掲げる事項（第三号及び第四号に掲げる事項に
ついては、第二号に掲げる事項について検査申込者がいずれかの事業として補助等の対象になる旨を
明示した場合に限り、第五号に掲げる事項については、第四号に掲げる事項について当該検査申込者の
申告した回数が１月につき３回程度となる回数を上回る場合に限る。）を当該検査申込者に遵守させた
上、当該検査申込者に検査を受検させることができる。この場合において、原則として検査申込者から
の予約は不要とする。 
一 身分証明書等の提示 
二 申込によって行われることとなる検査が定着促進事業若しくは一般検査事業として都道府県から
の補助等の対象になる旨又はいずれの対象にもならない旨（会社等が事業又は福利厚生等の一環と
して従業員に本検査の申込みをさせた場合を含む。）の明示 

三 前号の明示の内容となる理由の説明及び同号により検査申込者が定着促進事業における検査受検
を申込む場合にあっては、次に掲げる書類等の提示（該当書類がないときは別添４を様式例とする申
立書の提出に代えることができる。） 
イ 検査受検の目的を証する書類等 
ロ 検査申込者がワクチンの３回目接種完了者である場合にあっては、対象者全員検査等及び高齢
者や基礎疾患を有する者等との接触を伴う活動に際して検査結果を求められた場合等、３回目接
種完了者であっても検査を受検する必要が認められることを証する書類等 

ハ 検査申込者が PCR 検査等の受検を希望する場合にあっては、検査申込者が 10 歳未満であるこ
と又は高齢者や基礎疾患を有する者等との接触が予定されることを証する書類等 

四 過去にいずれかの事業として補助等の対象になる検査を受けた回数の申告 
五 前号の回数となった理由の疎明 

２ 前項の申込書を提出された第一号事業又は第三号事業を実施する実施事業者は、次に掲げる事項（第
三号事業を実施する場合は、第四号を除く。）について検査申込者に説明しなければならない。 

 一 仮に検査結果が陽性であった場合、検査申込者は医療機関又は受診・相談センターに連絡し、速や
かに受診しなければならないこと。また、その場合、移動については、周囲に感染させないようマス
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クを着用し、公共交通機関を避けるようにすること。ただし、重症化リスクが低いと考えられる検査
申込者については、当該検査申込者の居住する都道府県等が当該都道府県等における外来診療のひ
っ迫等に対応して医師を配置する健康フォローアップセンター等を設置し、当該検査による結果の
登録を受け付けている場合には、当該健康フォローアップセンター等に連絡し、医療機関の受診を待
つことなく健康観察を受けることが望ましいこと 

 二 仮に検査結果が陰性であった場合も、感染している可能性を否定しているものではないため、検
査申込者は引き続き感染予防策（３密回避、マスク着用、手指消毒、換気）を徹底する必要があるこ
と 

 三 当該申込みにより実施された検査の結果は、受検者が新型コロナウイルス感染症の患者であるか
についての診断結果を示すものではないこと 

 四 当該実施事業者が連携する検査機関 
 
 （結果通知書等の発行等） 
第５条 実施事業者が、第一号事業を実施する場合には、検査機関に対して、「ワクチン・検査パッケー
ジ制度要綱」の５（２）ｉ）①に定められた事項が記載された結果通知書等を検査受検者に対して発行
するよう求めるとともに、発行後速やかに検査結果を当該実施事業者に通知するよう、求めなければな
らない。 

２ 実施事業者が、第三号事業を実施する場合には、「ワクチン・検査パッケージ制度要綱」の５（２）
ii）②に定められた事項が記載された結果通知書等を検査受検者に対して発行しなければならない。た
だし、「ワクチン・検査パッケージ制度における抗原定性検査の実施要綱」に定める結果通知書の発行
を要しない場合に該当する場合はその限りでない。 

３ 前２項で発行する結果通知書等の様式例は別添５のとおりとする。 
 
 （事業の実施に係る準用） 
第６条 その他事業の実施については「ワクチン・検査パッケージ制度要綱」を準用するほか、第三号事
業の実施については「ワクチン・検査パッケージ制度における抗原定性検査の実施要綱」の規定を準用
する。 

 
 （準用） 
第７条 第３条、第４条第２項並びに第５条第２項及び第３項の規定は、第１条第２項各号に掲げる事
業を実施する実施事業者について準用する。この場合において、第３条中「次に掲げる事項」とあるの
は、「関係法令並びに第二号及び第三号に掲げる事項」と、第４条第２項中「（第三号事業」とあるのは、
「（第１条第２項各号に掲げる事業」と、第５条第２項中「第三号事業」とあるのは、「第１条第２項第
一号に掲げる事業を実施する場合には、「ワクチン・検査パッケージ制度要綱」の５（２）ｉ）①に定
められた事項が記載された結果通知書等を、同項第二号に掲げる事業」と読み替えるものとする。 

 
 （週次の受検者・陽性者の報告） 
第８条 実施事業者は、週ごとに、前回の報告の後、当該実施事業者が事業を実施した者の総数及びその
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うち陽性結果が判明した者の総数等を記録し、その記録の内容を別添６を参考として都道府県が定め
る様式の週次報告書により都道府県に報告しなければならない。 

 
 （実績報告書の提出等） 
第９条 事業経過に応じ、実施事業者は実績報告書を作成し都道府県知事に対して提出するものとする。
この場合において、実績報告書に記載すべき事項は次に掲げるとおりとする。 

 一 定着促進事業として都道府県から補助等の対象になる検査件数及び一般検査事業として都道府県
から補助等の対象となる検査件数 

二 結果データ 
三 必要経費等 

２ 実施事業者が前項に基づき実績報告書を都道府県に提出する場合には、当該実績報告書に係る証憑
書類を５年の間、保存しなければならない。 
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検査促進枠交付金を活用した検査無料化の実施に関する 

Ｑ＆Ａ（第７版） 

令和４年８月２４日時点 

 

本資料は、令和３年 12 月 20 日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金における「検査促進枠」の創設について」・令和３年 12 月 22 日付事務連絡「新

型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における「検査促進枠」の取扱いについ

て」・令和４年１月 19 日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

における「検査促進枠」の取扱いの変更について」・令和４年３月１日付事務連絡「新型コ

ロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における「検査促進枠」の取扱いの変更につい

て」・令和４年３月 22 日「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における「検

査促進枠」の取扱いの変更について」・令和４年６月 28 日「新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金における「検査促進枠」の取扱いの変更等について」・令和４年７月

26 日「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における「検査促進枠」の取扱

いについて」・令和４年８月 24 日「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金に

おける「検査促進枠」の取扱いについて」に関する補足のＱ＆Ａです。 
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１．実施事業者・対象事業 

Q１－１ 実施要領に定める「薬局」とはいわゆるドラッグストアを含むか。 

 

 「薬局」とは、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭

和 35 年法律第 145 号。以下「薬機法」という。）第２条第 12 項に定める「薬局」を指し

ており、単に店舗販売業（第 25 条第一号）の許可を受けた者（いわゆる「ドラッグストア」）

等を含まない。 

 ただし、いわゆるドラッグストア等であっても、薬局を併設している場合には、当該薬局

が、無料検査の対象となる PCR 検査等や抗原定性検査の立会いを行うことができる。 

 

Q１－２ 都道府県が無料検査の実施主体となり得るのか。また、その場合の遵守すべき事

項は。 

 

本交付金は、実施事業者に対して都道府県等が補助する場合に要する費用に充てられるだ

けでなく、都道府県が直接無料検査を実施する場合に要する費用にも充てることができ、都

道府県が無料検査の実施主体となることは可能。 

その際、事業の実施に当たっては、実施要領の規定に留意して行う必要がある。 

 

Q１－３ 実施要領に定める「衛生検査所等」の「等」では何を想定しているか。 

 

 具体的には「都道府県又は市町村」を含むものとして想定している。 

 なお、衛生検査所の登録を受けていない民間検査機関は含まれない。 

 

Q１－４ 例えば、衛生検査所において PCR 検査等の立会いを行い、得られた検体を同衛

生検査所が検査するといった場合は、無料検査の対象事業に含まれるか。 

 

 設問のような衛生検査所は、第１号事業と第２号事業を実施する事業者であり、無料検査

の対象とすることができる。 

 

Q１－５ PCR 検査等について、A 事業者が立会い（第１号事業）、B 医療機関などで検体

の検査を行う（第２号事業）こととした場合、A・B 両方が登録する必要があるか。

また、留意すべき点はあるか。 

 

 本事業の登録事業者としては主として第１号事業を実施する者を想定しており、第２号事

業を実施する者は単体としては第１号事業を実施する者に付随して関連事業を実施するに

過ぎないため、登録や補助金等の交付は主として第１号事業を実施する者に対して行われる

ことを想定している。このため、第１号事業を実施する者と第２号事業を実施する者が共同

事業として本事業を行う場合であっても、第１号事業を実施する者が登録を行うこととし、
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必要に応じて第２号事業を実施する者を第１号事業を実施する者の共同事業者として登録

することが考えられる。 

ただし、都道府県の判断により、第２号事業を実施する者に対して「検査体制整備支援等

部分」により支援を行うこと、第２号事業を実施する者が事業提携を行う薬局等（第１号事

業を実施する者）をとりまとめた上で第２号事業を実施する者として登録を行うこととする

ことは可能。この場合にあっては、第１号事業を実施する者から重複申請がされる可能性に

ついて十分留意すること。 

 

Q１－６ 実施事業者が事業又は福利厚生等の一環として、従業員に検査を受けさせること

は、なぜ無料化の対象事業には含まれないのか。具体的にどのような場合が想定さ

れるか。 

 

 実施事業者が、自らの事業又は福利厚生等の一環として、従業員に検査を受けさせる場合、

当該費用は本来当該事業者が経営又は福利厚生等のための費用として負担すべき費用であ

り、公費を投入すべき理由がないため。 

具体的には、事業者が従業員に指示して、本事業における無料検査を受けさせることが想

定される。 

 

Q１－７ 実施事業者はいずれの都道府県に登録し、交付金の申請を行うことが想定される

か。 

 

 実施事業者は、検体を採取する場所の所在する都道府県にのみ登録し、当該都道府県に対

してのみ交付金の申請を行うことが想定される。 

ただし、オンライン方式（実施要領第１条第５項前段）で検査を行う場合は、実施事業者

は、キット等の受け渡しを行う場所の所在する都道府県にのみ登録し、当該都道府県に対し

てのみ交付金の申請を行うことが想定される。 

 

Q１－８ 実施要領第１条第５項・第６項に定めるオンライン方式／オンライン・郵送方式

／ドライブスルー方式で無料検査を行う場合において、実施事業者が一般検査事業

を実施するときは、どういった者を対象に検査を行うことができるか。 

 

・ オンライン方式（第５項前段）で行う場合は、キット等の受け渡しを行う場所の所在す

る都道府県の住民 

・ オンライン・郵送方式（同項後段）で行う場合は、受検者が検体採取を行う場所の所在

する都道府県の住民 

・ ドライブスルー方式（第６項）で行う場合は、検体採取の立会いを行う敷地内駐車場等

の所在する都道府県の住民 

に対して、無料検査を行うことができる。 
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２．実施計画書 

Q２－１ 事業者が個人事業主である場合、実施要領第２条第１項第３号イの事項について

は、どのように記載すればよいか。 

 

個人事業主である個人の氏名を記載することが想定される。 

 

Q２－２ 実施要領第２条第３項の以下の号の事項について、都道府県知事は具体的にどの

ような事実をもって判断すればよいか。 

 ・第二号「検査キット等の調達方法・検査の単価・検査の実施回数等が適当であると認め

られること」 

 ・第三号「検査に係る事業を適切に実施するための体制及び方法が定められていること」 

 ・第五号「検体採取の立会い等が適切に実施できると認められること」 

 

「調達方法…が適当」：主体・キット等ごとに以下のとおり適法に仕入れていること。 

・唾液採取容器又はスワブ等（第１号事業の実施事業者）：どこから仕入れるかは問わない 

・抗原定性検査キット（第３号事業の実施事業者）：医薬品の卸売販売業者 

・抗原定性検査キットに替えて用いる測定装置たる医療機器（〃）：医療機器販売業者等 

・検査試薬又は抗原定性検査キット（又は抗原定性検査キットに替えて用いる測定装置た

る医療機器）（第２号事業の実施事業者又は第１条第２項の医療機関）：医薬品の卸売販売

業者（又は医療機器販売業者等） 

「検査の単価…が適当」：市場価格を踏まえ、単価が過大でないこと（例えば同一のキット

について明らかに過大な価格での仕入を予定している場合については、「単価が適当でな

い」として、記載事項の補正を求めることが考えられる） 

「検査の実施回数等が適当」：実施回数の見込みが妥当な計算に基づくものであること 

「適切に実施するための体制及び方法が定められていること」 

：本事業の検査の立会いを検査管理者により実施する旨が確認できること、検体採取の立

会い又は検査実施に係るマニュアルが作成されていること（「ワクチン・検査パッケージ

制度における抗原定性検査の実施要綱」又は「PCR 検査等のための検体採取の立会い等

に係る留意事項」をいつでも参照できるように常置することで代えることも可能） 

「適切に実施できる」：過去の相当期間において実施要領の違反に基づく登録取消が行われ

ていないこと及び関係法令の違反がないこと 

 

３．実施場所 

Q３－１ 薬局等において既存の相談カウンターを活用することは可能か。 

 

 薬局の既設の相談カウンターについても実施要領第３条に規定されている実施場所の要

件を備えている場合には、実施場所として活用することは可能である。 
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Q３－２ 実施要領第３条各号の以下の事項について、具体的にどういった事実の有無を確

認する必要があるか。 

  ・第一号「他の場所と明確に区別すること」 

  ・第二号「一定の広さ」 

  ・第三号「十分な照明」 

 

第一号：他の区域とは、壁や何らかの仕切り等で分けていること又は異なる区画であること

を明示していること（検体採取のときのみ一時的に区別することも可能。） 

第二号：利用者同士が感染防止の観点から適切な距離をとることができ、また利用者と検査

管理者の間に十分な距離（鼻腔ぬぐい液を採取する場合は目安２メートル）が確保できる

かガラス窓のある壁等により隔たりを設けることができること。 

第三号：検査管理者が本人による検体採取の様子（及び抗原定性検査の場合には検査結果）

を十分に確認することができる程度の明るさ（参考として通常の事務所程度）があること

（簡易な照明により、一時的に十分な照度を確保することも可能）。 

 

Q３－３ いわゆるドラッグストアに併設された薬局が実施事業者として登録されている

場合、当該薬局がドラッグストアのエリアにおいて無料検査の事業を行うことは可

能か。 

 

無料検査の事業を実施する場所については、実施要領第３条等において遵守すべき事項

を記載しているが、これらの事項を満たす限り、必ずしも当該薬局のエリア内で当該事業

を実施しなければならないわけではなく、薬機法第 25 条第一号の許可を受けた者（いわ

ゆる「ドラッグストア」）等のエリアにおいて当該事業を実施することも差し支えない。 

 

４．検査の受付 

Q４－１ 検査の拠点において、検査キットが品切れ等することにより、検査の受付ができ

なくなることは許容されるか。 

 

 実施事業者においては、無料検査が実施される期間中は実施計画書に基づいて、検査受検

希望者に無料検査を提供していただくことを想定しているが、検査キットが品切れしたこと

をもって直ちに本事業に伴う実施事業者としての義務に違反することにはならない。 

 

Q４－２ 検査受付の場面で、提示を求めている身分証明書等は具体的に何を指している

か。提示を求めている趣旨は何か。 

 

 身分証明証としては、運転免許証、マイナンバーカード等の公的証明書を想定しているほ

か、健康保険証や学生証等を含むものと考えている。 
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 身分証明証は、検査の申込書に記載された氏名と照合して本人確認を行うことや年齢確認

が必要である場合の確認を行うこと等を想定して、提示を求めることとしている。 

 

Q４－３ 実施事業者は、検査の受付の際、検査申込者に対して E メールアドレスを申込書

に記載させなければならないか。 

 

実施要領の別添３の申込書（例）において「E メールアドレス」を記載事項としている

ところであるが、これは検査結果の通知等を円滑に行う趣旨によるものであり、E メール

アドレスを持っていない方に対しても必ずこれを記載させなければならないとするもので

はない。 

例えば、結果通知書等を検査の受付を行う薬局等に届くようにした上で、当該薬局等か

ら検査受検者に対して電話等で結果の通知を行い、結果通知書等を直接交付するなどの対

応も可能であり、状況に応じて柔軟な対応を検討されたい。 

 

Q４－４ 一般検査事業実施時に基づく無料検査は住所地で受検する必要があるか。 

 

 一般検査事業は、都道府県知事の判断により、感染不安を感じる当該都道府県の住民た

る者に対して特措法第 24 条第９項等に基づく検査受検の要請を行い、要請に応じた住民

への検査を無料化するもの。このため、要請対象となる住民は、住所地たる都道府県の検

査実施場所において検査を受検する必要がある。 

 

５．検体採取の立会い・検査の実施 

Q５－１ オンライン方式のときに、相手側の突然のキャンセル等で立ち会いが実施できな

くなる場合が想定されるが、その場合はどのように取り扱われるか。また、どのよ

うな対応が想定されるか。 

 

 無料検査の対象となる検査は、立会いを条件としているため、立会いが実施できなくなっ

た場合は、検査促進枠交付金の対象外となる。 

原則は対面方式で実施することが想定されるが、オンライン方式で実施する場合は、デポ

ジット方式や立会い不実施の場合の求償など、各実施事業者において工夫されたい。 

 

Q５－２ 制度要綱上の、「検査を受検した人数」の数え方。 

 

 検査を受検した人数とは、延べ人数を想定している。 

 

６．結果通知書等 

Q６－１ 「旅行業・宿泊業におけるワクチン・検査パッケージ運用ガイドライン」（令和３

年 11 月 19 日観光庁）の別紙に掲載されている検査結果通知書の様式例のとおり
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に発行された結果通知書は、交付金の事業で発行される結果通知書としても有効か。 

 

 それぞれ「ワクチン・検査パッケージ制度要綱」（令和３年 11 月 19 日新型コロナウイ

ルス感染症対策本部）や実施要領等に従い実施された検査に基づき、必要な記載事項を満た

した結果通知書であれば、有効である。 

 

Q６－２ 検査結果通知書の記載事項としての「使用した検査試薬又は検査キット名」とは、

全ての試薬等を記載する必要があるのか。例えば核酸抽出作業をしていたらその試

薬も記載するのか。 

 

 検査方法ごとに以下の事項を記載することが必要である。 

・ PCR 検査等（LAMP 法等の核酸増幅法、抗原定量検査を含む。）：検出試薬 

・ 抗原定性検査 

－ 抗原定性検査キットを用いる場合：当該検査キット 

－ 抗原定性検査キットに代えて測定装置たる医療機関を用いる場合：当該装置で用いる

試薬 

 実際の記載にあたっては、厚生労働省「新型コロナウイルス感染症の体外診断用医薬品（検

査キット）の承認情報」に掲載されている品目名などを記載すること（※）。 

 

参考：厚生労働省「新型コロナウイルス感染症の体外診断用医薬品（検査キット）の承認情

報」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11331.html 

 

※PCR 検査等については、薬事承認等された検査試薬を用いることとしており、具体的に

は以下に示された検査試薬を用いることとしている。 

・ 「病原体検出マニュアル 2019-nCoV」 

https://www.niid.go.jp/niid/images/lab-manual/2019-nCoV20200319.pdf 

・ 「臨床検体を用いた評価結果が取得された 2019-nCoV 遺伝子検査方法について」 

https://www.niid.go.jp/niid/images/lab-manual/2019-nCoV-17-current.pdf 

・ 体外診断用医薬品のうち、使用目的又は効果として、SARS-CoV-2 の検出（COVID-

19 の診断又は診断の補助）を目的として薬事承認されたもの 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11331.html 

 

Q６－３ 交付金の事業で行った検査の結果が陽性であった場合、検査機関が当該検査結果

を連携医療機関に連絡し、連携医療機関の医師が本人の状況を確認（診断）して陽

性判断を行うことはできるか。 

 

 検査結果通知書等に記載された結果それ自体を確定診断として取り扱うことはできない。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11331.html
https://www.niid.go.jp/niid/images/lab-manual/2019-nCoV20200319.pdf
https://www.niid.go.jp/niid/images/lab-manual/2019-nCoV-17-current.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11331.html
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 ただし、PCR 検査等（LAMP 法等の核酸増幅法、抗原定量検査を含む。）による検査結

果については、当該結果も踏まえつつ、医師が自ら対面、オンライン等で診断を行い、陽性

の確定診断を行うことは可能。 

 なお、無症状者に対する抗原定性検査による検査結果は、確定診断のために用いることは

推奨されない。 

 

Q６－４ 交付金の事業で行った検査の結果が陽性であった場合、保健所に対する届出は必

要か。 

 

 交付金の事業で行った検査においては、結果が陽性である場合には受検者は速やかに受診

することとしており（ただし、重症化リスクが低いと考えられる受検者については、当該受

検者の居住する都道府県等が当該都道府県等における外来診療のひっ迫等に対応して医師

を配置する健康フォローアップセンター等を設置し、当該検査による結果の登録を受け付け

ている場合には、当該健康フォローアップセンター等に連絡し、医療機関の受診を待つこと

なく健康観察を受けることが望ましい）、医療機関の受診があり医師が陽性と診断した場合

は感染症法（第 12 条第１項）に基づき保健所に届出を行わなければならない。 

 なお、検査機関の連携医療機関の医師により診断を受けた場合も同様である。 

 

７．委託の範囲 

Q７－１ 無料検査に係る事務のうち、実施事業者が立会い事務を、第三者に委託等するこ

とはできるか。 

 

 検査の立会いは、無料検査事業の中核的事務であり、実施主体を実施要領上、限定してい

る。そのため、同事務を実施事業者が第三者に委託等することはできない。 

 

Q７－２ 無料検査に係る事務のうち、検査や検査受検者への結果通知書等の発行等の事務

を、第三者に委託等することはできるか。 

 

「検査」を検査機関に委託等することは可能。 

「検査受検者への結果通知書等の発行等」を第三者に委託等することは可能。具体的には、

本来第２号事業を行う検査機関が行うべきこととされている当該事務を、検査機関からの連

絡に基づき、第１号事業を行う者が実施することは可能。ただし、委託等を行う場合は、こ

れにより結果通知書等の送付が却って遅れることのないようにするなど、結果通知書等を有

効に活用できる期間に照らし時間的余裕をもって通知が行われるよう、留意していただきた

い。 

 

Q７－３ 本事業のために補助金等を支出する事務について、都道府県が民間事業者に委託
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することは、地方自治法施行令第 165 条の 3 第 1 項により認められるか。 

 

地方自治法施行令第 165 条の３第１項により、普通地方公共団体は、同令第 161 条第

１項第１号から第 15 号までに掲げる経費等について、支出の事務を委託することができる

こととされています。 

本事業のための補助金等の支出については、新型コロナウイルス感染症の感染が続いてい

る中で、感染拡大傾向時に都道府県知事の判断で機動的に無料検査を実施すること等により

社会全体の感染リスクの引下げや感染者の早期発見・早期治療につなげるため、無料で検査

を受けられる環境の整備を求める薬局等の検査事業者に対して、即時支払により迅速に交付

しなければ補助金等の交付の目的を達成することができないものであることから、同項第

12 号の経費として、都道府県が支出の事務を民間事業者に委託することが可能です。 

なお、この内容については、総務省自治行政局行政課と協議済みであることを申し添えま

す。  

 

８．特措法大臣との協議について 

Q８－１ 「別表」計画額の想定される初期費用内訳についても、事前協議の対象となるか。 

 

 「検査体制整備支援等部分」を通じて実施事業者への初期投資補助等を行う事業の内容に

ついては、協議の対象（検査促進計画様式「※想定される初期費用内訳」欄参照）。仮に予

算時点では概算の積算しか示せない場合であっても、具体的な補助メニュー等が決定される

など内容に変更がある場合は、その都度変更協議が必要となる。協議を通じ支援対象でない

ことが判明することも想定されるところ、都道府県においては、令和３年 12 月 20 日付事

務連絡５（２）①を踏まえ、事前の協議を実施して頂きたい。 

 

９．交付金の補助対象・単価 

Q９－１ 検査体制整備支援等部分を用いた都道府県の補助事業等を通じ、実施事業者がＰ

ＣＲ検査機器等高額な設備等を整備する際に留意すべき点はあるか。 

 

 検査体制整備支援等部分を用いた都道府県の補助事業等を通じ、実施事業者がＰＣＲ検査

機器等高額な設備等を整備する場合には、基本的にリースでの整備とすることし、主として

無料検査事業のために使用することとする。例えば、専ら他の事業のために当該設備を使用

する場合には、都道府県の判断により、補助金等の全部又は一部の返還が求められることが

あることに留意されたい。 

 

Q９－２ 衛生検査所等の検査機関が直接事業を行う場合、「検査キット原価」として何が

想定されるか。 

 

 「検査キット原価」としては、通常ＰＣＲ検査キットや抗原定性検査キット販売原価に織
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り込まれる各種費用及び往復送料のみを含む（※）。他方、「その他実施事業者において生じ

る各種経費等」により別途手当てされる検体採取場所における各種業務関連の運営費（人件

費その他一切の販売管理費等）、「検査体制整備支援等部分」により必要に応じて支援される

初期費用は含まない。例えばキット販売を行う検査機関が自ら事業を実施する場合は、原則

として他の事業者へのキット卸値と金額が乖離していないことが想定されるが、乖離がある

場合は相応の事情の説明が必要となる。 

 

※ 「検査キット原価」として想定される各種費用の例 

 検査キット代、検体採取容器代、包装費 

 検査費用（ＰＣＲ検査の場合） 

 結果通知費用（ＰＣＲ検査を検体採取場所以外で実施する場合） 

 検体管理費用（ＰＣＲ検査を検体採取場所以外で実施する場合） 

 往復送料（復路送料はＰＣＲ検査を検体採取場所以外で実施する場合） 

 製造・検査拠点における販売管理費等（検査拠点はＰＣＲ検査を検体採取場所以外

で実施する場合） 

 

Q９－３ １回当たりの検査キット原価の上限額が令和３年 12 月 31 日、令和４年４月１

日、令和４年７月１日及び令和４年８月１日（これにより難い場合は、同年９月１

日までの都道府県が定める日）以降変更されているが、上限額は仕入日、検査実施

日のうちいずれを基準として判断すべきか。 

 

 検査キット原価の上限額は仕入日を基準として判断されたい。なお、「その他実施事業者

において生じる各種経費等」の上限額は検査実施日を基準として判断されたい。 

 

Q９－４ 実施事業者が実施計画を再度提出し、「その他実施事業者において生じる各種経

費等」を変更しようとした場合、都道府県としてはどのように対応すればよいか。 

 

「その他実施事業者において生じる各種経費等」について、都道府県が定める一律額以

下の額で実施事業者が実施計画を再度提出し、都道府県が、実施事業者との間で合意した

場合、当該額にて実施事業者への補助等の額を算定することができる。 

 

Q９－５ 検査体制整備支援等部分において、検体採取場所における各種業務関連の運営経

費や単価への上乗せ等の支援をすることは可能か。 

 

検査体制整備支援等部分は、本事業の事業開始に当たっての実施事業者への初期費用補

助やその他地方公共団体が実施する体制整備のために活用することを想定している。検体

採取場所における各種業務関連の運営経費やキット単価に関する費用は、検査等費用支援

部分において充当すべきものであり、これらの目的のために検査体制整備支援等部分を活
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用することは想定していない。なお、都道府県においては、令和３年12月20日付事務連

絡５（２）①を踏まえ、事前の協議を実施して頂きたい。 

 

Q９－６ 任期の定めのない常勤職員の時間外勤務手当は検査体制整備支援等部分による

支援の対象となるか。 

 

新型コロナウイルス感染症対応のための体制拡充等に必要となるものであれば、任期の

定めのない常勤職員の時間外勤務手当や特殊勤務手当も対象となる。 

 

Q９－７ 令和４年８月１日（これにより難い場合は、同年９月１日までの都道府県が定め

る日）以降における１回当たりの「検査キット原価」及び「その他実施事業者にお

いて生じる各種経費等」の上限額を算出する際に、「検査回数」及び「月換算」につ

いてどのように考えればよいか。 

 

 上限額の算出に当たっては、検査の拠点ごとの無料検査事業において実施した全ての検査

を対象とし、当該拠点が検査の拠点として稼働した日（営業日）を基準とする。 

 

Q９－８ 令和４年８月１日（これにより難い場合は、同年９月１日までの都道府県が定め

る日）以降において、実施事業者が申告するキット単価は仕入れ先ごとに単一とさ

れていることについてどのように考えればよいか。 

 

 各月の検査実施に用いた PCR 検査等及び抗原定性検査のキットの仕入れ単価をそれぞれ

加重平均によって算出し、都道府県に申告する。 

 

１０．都道府県予算関係等 

Q10－１ 国の予算が本省繰越となった場合、都道府県予算においては令和３年度、令和

４年度に分けて予算計上しても問題ないか。 

 

 国が本省繰越を行った場合に、本事業に関する都道府県予算について令和 3 年度補正予

算、令和 4 年度当初予算に分けて予算計上することは問題ない。 

 

Q10－２ 年度末までの支払いに対して、どのようなスケジュールで事務手続き等を行え

ばよいのか。 

 

 検査促進枠交付金の執行手続きは、令和４年４月以降に行う予定にしている。そのため、

当該交付金の予算は、全額国において繰越手続きを行うことを想定している。執行手続きに

関する詳細なスケジュールは、補正予算成立後速やかに別途通知する予定。各都道府県にお

かれては必要に応じて明許繰越の手続きを検討していただきたい。 
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Q10－３ 都道府県が「検査促進枠」の国庫補助を受けるに当たっては、新たに歳出補正

予算を計上せず、既決の歳出予算で対応しても差し支えないか。 

 

 「検査促進枠」の要件に該当する事業を実施するにあたって、都道府県側が既存財源を活

用して本事業を実施した場合でも、新規に予算を計上した場合でも、国庫補助の対象となる。 

 

Q10－４ 国の補助上限単価を上回る検査について、上回る分の単価について地方公共団

体が独自で上乗せ支援を行った場合、無料検査事業の対象とされるか。 

 

 検査費用のうち国の補助上限単価を超える部分について、地方公共団体が独自財源（地方

創生臨時交付金地方単独分を含む）により支援を行い、検査を無料化した場合には、当該無

料検査は「検査促進枠」の対象事業として、補助上限単価の範囲内については「検査促進枠」

を活用することが可能。 

 

１１．その他 

 

Q11－１ 一般検査事業において無症状者に対して抗原定性検査を用いることについて、

どのように考えればよいか。 

 

抗原定性検査キットは、感染していてもウイルス量が多くないと結果陰性となることから、

医療等においては、他の検査と比較して、不十分な面がある。感染して間もない無症状者も

含め感染者をより確実に発見し治療につなげることが必須であるため、「新型コロナウイル

ス感染症（COVID-19）病原体検査の指針（第５.１版）」において「無症状者に対する抗原

定性検査は、（･･･）確定診断として用いることは推奨されない。」とされている。 

 

一方で、感染拡大傾向時においては社会経済活動全般の感染リスクが高まっており、感染

不安を有する者が日常生活において人との接触前などに検査を受けることで、社会全体の感

染リスクを引き下げることがあり得るほか、感染者の早期発見・早期治療にもつながる。 

このような観点から、結果をその場で迅速に確認でき、簡単に利用できる検査手段を提供

し、一定の予算の下で、地方で PCR 検査が困難な地域も含めて多くの国民の方々に検査が

行えるよう、抗原定性検査も活用していくことが必要。 

ただし、無症状者への抗原定性検査の使用は偽陰性のリスクが大きいため、研修を受講し

た検査管理者の下で実施し、仮に検査結果が陰性であった場合にも、その検査結果が感染し

ている可能性を否定するものではなく、引き続き感染予防策を徹底するよう、検査管理者か

ら受検者に説明することとしている。 

 

Q11－２ 無料検査の対象となる立会い等又は検査をすることについて、実施事業者が広
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告することや、都道府県が登録された実施事業者の一覧を HP に掲載するなどの対

応を行うことは、法令上の広告規制に当たるか。 

 

 無料検査の対象となる検査等を行うことについて医療機関が広告することは、医療法第６

条の５第３項第 15 号の規定に基づき、可能である。 

 また、薬局又は衛生検査所等が行う広告や都道府県が行う HP への実施事業者一覧への掲

載等は、医療法等による広告規制の対象とはならない。 

 上記について厚生労働省と協議済みである。 

 

Q11－３ 医療機関以外が検査受検者に対して陰性又は陽性という検査結果を直接通知す

ること及び検査結果に基づき検査受検者に対して受診を促す等の指示を行うこと

が、一種の診断行為であり、医師法違反に当たるということはないか。また、本人

による検体採取に検査管理者が立ち会うこと自体が医行為や違法行為に該当するこ

とはあるか。 

 

 医師法において、医行為とは、医師の医学的判断及び技術をもってするのでなければ人体

に危害を及ぼし、又は危害を及ぼすおそれのある行為と解される。 

 別に定める検査結果通知書例に従い、検査結果の事実を、医療機関以外が検査受検者に連

絡することは、医師法上問題ない。 

 また、検査結果に基づき、 

・ 一般論として、陽性である場合には医療機関への受診を求めること 

・ 一般論として、陰性である場合にも、当該結果が新型コロナウイルス感染症に感染して

いる可能性を否定しているものではないことや、引き続き感染予防策を徹底する必要があ

ることを伝えること 

などは、個別の検査結果に基づく診断等の医学的判断によるものではなく、医師法上問題な

い。 

 さらに、無料検査の事業においては、検査管理者が検体採取行為に立ち会うことを求めて

おり、その立ち会う行為だけをもって医師法上の医行為に該当するとは判断されない。 
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